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【介護保険・障がい福祉専門部会】会議概要 

会 議 名 
足立区地域保健福祉推進協議会 

平成３０年度第２回介護保険・障がい福祉専門部会 

（足立区地域密着型サービスの運営に関する委員会） 

事 務 局 
向井 介護保険課長 山崎 障がい福祉課長 

伊東 高齢福祉課長 宮田 障がい福祉センター所長 

千ヶ崎 地域包括ケア推進課長 後藤 障がい援護担当課長 

三保 絆づくり担当課長 山杉 衛生管理課長 

秋山 福祉管理課長 柳瀬 中央本町地域・保健総合支援課長 

開催年月日 平成３０年１１月１４日（水） 

開 催 時 間 １４時００分開会～１６時００分閉会 

開 催 場 所 足立区役所庁舎中央館８階 特別会議室 

出 席 者 

酒井雅男副部会長   奥野英子副部会長   白石正輝委員 

新井ひでお委員    前野和男委員     浅子けい子委員 

松丸まこと委員    中村輝夫委員     小川勉委員 

福岡靖介委員     橋本飛鳥委員     細井和男委員 

三浦勝之委員     加藤仁志委員     小久保兼保委員 

重田穗委員      江黒由美子委員    中村明慶委員 

今井伸幸委員 

欠 席 者 
諏訪徹部会長     早川貴美子委員    湊耕一委員 

鈴木真理子委員    秋生修一郎委員 

会 議 次 第 別紙のとおり 

資 料 

【資料１】地域密着型サービスを行う事業者の新規指定及び更新指定につい

て 

【資料２】平成29年度介護保険事業の実績について 

【資料３】足立区地域包括ケアシステムのビジョンについて 

【資料４】足立区における「介護予防・日常生活支援総合事業」の緩和型サ

ービス導入と担い手養成研修の実施について 

【資料５】足立区孤立ゼロプロジェクト推進活動の実施状況について 

【資料６】看取り期まで対応する小規模な地域の住まい支援事業の実施に

ついて 

そ の 他 
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（酒井副部会長） 

 それでは、ただいまから平成30年度第２

回足立区地域保健福祉推進協議会、介護保

険・障がい福祉専門部会を始めます。 

 所用で諏訪会長が欠席のため、議事進行

役を務めさせていただきます。円滑な議事

進行にご協力をお願いします。 

 本日の議題は、お手元の次第のとおりと

なっています。先ほど説明がありました

が、まずは、足立区地域密着型サービスの

運営に関する委員会として報告事項１を説

明いただき、質疑応答を受け、審議する。

その後、介護保険・障がい福祉専門部会と

して報告事項を説明いただき、質疑応答を

お受けしたいと思います。 

 

 

（酒井副部会長） 

 それでは、専門部会の報告事項に入りた

いと思います。 

 次第の報告事項（１）から報告事項

（５）について説明をいただき、ご意見、

ご質問をお受けします。 

 それでは、報告事項（１）及び報告事項

（５）を介護保険課、向井課長より、報告

事項（２）を地域包括ケア計画担当課、伊

東課長より、報告事項（３）を地域包括ケ

ア推進課、千ヶ崎課長より、報告事項

（４）を絆づくり担当課、三保課長より説

明をお願いしたいと思います。 

（向井介護保険課長） 

 それでは、私、向井より続きまして、平

成29年度介護保険事業の実績についてご説

明させていただきます。 

 お配りしました別添の緑色の表紙の「あ

だちの介護保険」、平成30年度のものでご

ざいますが、こちらにつきましての詳細は

後ほどご覧いただければと思ってございま

す。 

 私からは資料２と右肩に書いてございま

す資料を使って、主な内容についてご説明

させていただきます。 

 まず最初に、１番、第一号被保険者及び

保険料でございますが、この第一号被保険

者というのは、65歳以上の方を指してござ

います。（１）被保険者数、65歳以上の方

の人数は17万432人で、28年度より1,357人

多くなってございます。内訳でございます

が、65歳から74歳までの前期高齢者の方は

1,696人減少しておりますが、75歳以上の後

期高齢者の方は、逆に3,053人増加してござ

います。（２）の介護保険料の収納額でご

ざいますが、これは実際に収納された保険

料の金額です。約112億7,500万円で、28年

度より約１億6,000万円ほど増えてございま

す。収納率でございますが、97.6％で、28

年度よりわずかながらではございますが、

0.2％上昇してございます。 

 続きまして、２番の認定状況についてで

すが、これは29年度末の要支援・要介護認

定を受けた方の人数でございます。認定者

数は３万4,342名で、28年度より1,231名増

加してございます。内訳でございますが、

こちらも前期高齢者は65人減少してござい

ますが、後期高齢者は1,300人増加してござ

います。また、認定率でございますが、こ

こに記載されておりませんが、19.7％とな

様式第２号（第３条関係） 
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ってございます。前期高齢者の認定率

5.9％、後期高齢者の認定率につきましては

32.8％となってございます。 

 ３番の保険給付状況でございます。介護

サービス受給者数、これは介護のサービス

を受けた方の人数ですが、２万6,972名で、

28年度より510人減少してございます。 

 それから保険給付費、これは介護サービ

スの支払いにかかった費用ですが、約493億

円で、28年度より約12億円多くなってござ

います。先ほどの介護サービス受給者数が

減っているというのは、実は28年10月、こ

の米印のところでございますが、予防給付

費の一部、介護予防訪問介護と介護予防通

所介護が、介護予防・日常生活支援総合事

業に移行している関係で、介護サービスの

受給者数が減少しているというふうな数字

の移動になってございます。 

 一番下のグラフでございます。人口、高

齢化率の推移でございます。平成26年度か

ら30年まで、65歳以上の人口と高齢化率

は、ご案内のように、増加し続けている状

況となっており、平成30年度４月現在の高

齢化率は24.8％となってございます。これ

は下にも書いてございますように、23区で

２番目の高い状況でございます。ちなみ

に、１番は北区でございます。 

 これについての私からの説明は以上でご

ざいます。 

 続きまして、資料６と書いてある、本日

お配りしたものでございます。 

 看取り期まで対応する小規模な地域の住

まい支援事業の実施についてでございま

す。資料６で説明させていただきます。 

 足立区内の有料老人ホームの現状でござ

います。こちらに表で書かせていただいた

ように、介護付の有料老人ホーム、26カ

所 、 入 居 定 員 、 2,448 人 、 入 居 率 は

81.58％、区民利用率は25.69％でございま

す。住宅型につきましては14カ所、460名定

員、サ高住につきましては34カ所、1,618名

定員でございます。 

 そして、有料老人ホームの整備計画につ

きまして、第７期の介護保険事業計画で

は、特に介護付でございますが、特定施設

入居者生活介護について、区内全域で新規

整備を見込んでございません。今日お配り

しました、以前にもお配りしたかもしれま

せんが、お手元に概要版、この薄ピンク、

桃色のものでございますが、第７期介護保

険事業計画概要版では42ページをご覧いた

だきたいと思います。 

 42ページの一番下の２行でございます。

特定施設入居者生活介護につきましては、

区内全域で新規整備を見込んでいません。

このような７期の計画でございます。 

 そのため、区としては有料老人ホームに

つきましては介護付も含めまして、住宅型

も補助金を活用しての増設は不要としてき

たところでございます。そのような今まで

の流れでございます。 

 ２でございます。そういった流れの中

で、看取りへの対応の必要性というものが

生じてまいりました。昨今、在宅では看取

りができない事例も多く聞かれ、今日、後

でご説明があると思いますが、足立区地域

包括システムビジョン（案）の中でも、中

重度・終末期の医療・介護の取り組みの柱

の一つとして、「看取りを視野に入れた対

応の推進」が挙げられており、そのための

施設の必要性というのも日々増してござい

ます。 

 足立区地域包括システムビジョン、後で

細かい説明があると思いますが、資料３の

別冊でございます。別冊、１枚めくってい

ただくと体系図があると思うんですが、そ
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の体系図の中の、ここの下のほう、Ｃ中重

度・終末期におきまして、ちょっと右に行

っていただきますと、⑯看取りを視野に入

れた対応の推進ということで、足立区地域

包括ケアシステムの議論の中でも、看取り

を視野に入れた対応を推進することは非常

に重要な柱の一つとして掲げられてござい

ます。 

 この資料、さらにめくっていただいて、

40ページ、41ページでございます。この地

域包括システムビジョンの40ページ、41ペ

ージに、本人の意思を尊重するために（中

重度・終末期の医療・介護）という記載が

ございますが、その下、三角形の図がござ

いますが、左側、先ほどの体系図の中にも

ありました、⑯看取りを視野に入れた対応

の推進。 

 それから、41ページ右側のほうに⑯看取

りを視野に入れた対応の推進として、さま

ざまなこと、支援を考えていかなければな

らないという、大切な視点ということで議

論が行われているところでございます。 

 資料６のほうにお戻りいただきまして、

３のところでございますが、このような現

状の中で、東京都は看取り期まで対応する

小規模な地域の住まい支援事業という補助

を行ってございます。これは平成28年12月

から行っているものでございます。 

 都の補助対象要件でございますが、いろ

いろあるんですが、少しポイントを絞って

お話しさせていただきますと、一つは特定

施設入居者生活介護、または地域密着型特

定施設入居者生活介護、こういった介護付

のものの指定を受けていないこと、それか

ら定員９人以下であること、そういったよ

うな諸々の案件がありまして、その要件を

満たしたときに補助が出る形になってござ

います。 

 めくっていただきまして、（２）都の補

助内容でございますが、一つは看取り対応

支援費補助ということで、これは都の直接

補助でございますが、看取り対象者と認め

られた方につきまして、月額２万4,000円、

上限５人まで。運営費に関する費用の補助

という形で、都から直接法人のほうにされ

ている補助でございます。足立区では現

在、２法人、３事業所が交付の申請をして

いるところでございます。 

 それから、②開設準備経費等補助という

のがございまして、これは間接補助でござ

いまして、区が補助をするんですが、その

分につきましては10分の10、東京都のほう

から補塡といいますか、その分の補助金対

象額が区のほうに回ってくるというような

形の間接補助でございます。これは開設に

必要な費用の補助として、１施設当たり上

限1,000万という形で認められてございま

す。 

 添付させていただいていますその後の資

料が、これが東京都の補助金交付要綱でご

ざいます。詳細は後で見ていただくといた

しまして、ポイントといたしましては

（２）の目的で、第２条で、人生の最終段

階においても地域で暮らし続けたいという

都民の希望に対応するために、個人の尊厳

を尊重し、かつ地域に根差し開かれた運営

により、家庭的雰囲気の中で看取りを含め

た質の高いケアに取り組む小規模な地域の

高齢者住まいです。これを対象にして、予

算の範囲内で補助をするものになってござ

います。 

 用語の定義でございますが、一、老人福

祉法に基づく有料老人ホームとしての届け

出が受理されているもの。介護保険法では

なくて、老人福祉法に基づく有料老人ホー

ムです。 
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 それから、高齢者の居住の安定確保に関

する法律第５条の規定に基づくサービス付

き高齢者向け住宅として登録です。こうい

ったものに対してということでございま

す。 

 第４条でございますが、先ほど少し端的

に申し上げましたが、開設準備経費補助と

して、一が間接補助でございます。二につ

きましては、今度は看取り対応支援費補助

として直接補助でございます。 

 こういった要綱がここにございまして、

これに基づく補助金支援事業が行われてい

るところでございます。 

 資料６の２枚目めくっていただいて、４

のところを見ていただきたいと思います。

今までご説明しましたように、第７期の介

護保険計画では、基本的には有料老人ホー

ムにつきましては区としては増設は不要で

ある。これは先ほども言いましたように、

新規整備を見込んでいないということで、

この部会等でも昨年議論していただいたと

ころでございます。 

 その一方で、今進んでいる地域包括ケア

ビジョンの議論の中、そして、都でこうい

った要綱があるという中で、このバランス

を考えたときに、有料老人ホームという点

を強調すると、やはりそういった都の補助

事業に乗るのはなかなか難しいところでは

ございますが、看取りという点にフォーカ

スしますと、これは今後を見据えたときに

極めて意味のあるといいますか、そういっ

た事業であるという議論を他方でなされま

した。 

 そういう事情の中で、区としての今後の

対応でございますが、区としては一般的な

有料老人ホームとは別の取り扱いとして、

こういった看取りの部分の東京都の補助に

該当するようなものにつきまして、開設準

備に係る経費等の補助を実施していくとい

うふうにいたしたいということで、第７期

の介護保険事業計画を議論いただいたこの

部会についても、改めてその辺の確認とい

う意味で、今日、件名として挙げさせてい

ただいてございます。 

 その際には当然、都のほうでここにもあ

るとおり、区としてそれが認められるもの

でなければいけませんので、その際には建

築基準法、その他、関係法令にもきちっと

適合し、足立区民の入居率を原則50％以上

とするなどを要件として考えていきたいと

思います。 

 実施時期はご了解いただいた上で、この

31年１月１日、対象が平成30年度に開設し

たものから適用していきたいと考えてござ

います。 

 私からは以上２件説明させていただきま

した。ありがとうございました。 

（伊東地域包括ケア計画担当課長） 

 地域包括ケア計画担当課長の伊東でござ

います。私からは足立区地域包括ケアシス

テムのビジョンについてご説明したいと思

います。 

 現在、地域包括ケアシステムのビジョン

については、地域包括ケアシステム推進会

議によって議論を進めていただいていると

ころでございます。現在までの状況につい

てのご説明になります。資料は３になりま

す。 

 まず、足立区の地域包括ケアシステムの

１番の地域包括ケアシステムの体系化とご

ざいます。恐れ入ります、別冊の資料を、

紙を２枚おめくりいただけますでしょう

か。今、介護保険課長の説明の中にもあり

ましたとおり、ビジョンの体系図がござい

ます。地域包括ケアシステムの取り組みと

いうのは非常に多岐にわたりますし、そも
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そもこのビジョンをつくるきっかけになっ

たこととして、地域包括ケアシステムの取

り組みの全体像が見えづらいというような

ご意見もいただいておりました。そうした

状況もございましたので、この体系図のよ

うな一覧をつくらせていただきました。こ

れによって足立区の地域包括ケアシステム

の取り組みの大まかな全体像がつかめるの

ではないかというふうに考えております。 

 また、地域包括ケアシステムの推進会議

の議論において、足立区としては、足立区

の地域包括ケアシステムとしては、まず、

身体状態のくくりとして、自立期Ａ、体系

図でいえばＡが自立期、Ｂが要支援・予防

期、Ｃの中重度・終末期というような形

で、高齢者のそれぞれの状態によってさま

ざまな支援を考えてみるというようなご意

見をもとに。また、国のほうでも地域包括

ケアシステムの５つの要素と言われている

ところを、足立区の地域包括ケアシステム

としては体系図の３番目に構成要素と書か

れているところがございます。予防・生活

支援というくくり、医療・介護というくく

り、そして住まいというくくり、この３つ

のくくりで整理をするというような形にな

りました。 

 体系図をご覧いただくとお気づきになる

と思いますが、この３つの要素のそれぞれ

に、要素に絡んで柱があります。柱として

は18本の柱を用意いたしました。このそれ

ぞれの期においての柱に沿ってさまざまな

取り組みを行っているというような考え方

でございます。 

 自立期のところの柱で言えば、自立期の

予防・生活支援の柱で言えば、健康の維

持、孤立の防止、地域での活躍、老いへの

備え、そして医療・介護のところであれ

ば、異変に気づく、専門機関とのつなが

り、住まいとしては将来の住まいへの備え

というようなところが大きな柱になってい

ると思います。 

 要支援・軽度期においても、予防・生活

支援の柱としては、在宅生活を支える支

援、安心の向上や楽しみの継続、医療・介

護の柱としては、医療・介護の連携の促

進、人材の確保・育成、安定的な介護サー

ビスの提供というようなところを柱とさせ

ていただきます。 

 要支援・軽度期の住まいの柱は、安心で

きる住まいの確保というところを柱とさせ

ていただきました。 

 また、中重度・終末期の予防・生活支援

の柱としては、地域とのつながりの維持と

いうところでございます。医療・介護とし

ては、本人の意思に基づく専門的な支援、

あと先ほど介護保険課長の説明にもありま

した、看取りを視野に入れた対応の推進、

そして支援の質を高める連携の強化という

ようなところを柱として掲げさせていただ

いています。 

 住まいについては、施設ニーズにも対応

した住環境の確保というようなところを柱

に掲げさせていただきました。 

 最後の住まいのところの施設ニーズ、施

設ニーズを住まいだというような議論も中

にはあったんですけれども、地域包括ケア

システムの中では、基本的には極力在宅生

活を続けていただくというようなところが

主眼ではあるんですけれども、終末期にお

いてはなかなか、最終的には施設というこ

とを選択される方もいらっしゃるものです

から、施設ニーズにも配慮したいというよ

うな意味合いで掲げさせていただいており

ます。 

 資料３に戻っていただきまして、今、私

が申し上げたようなところが１の（１）
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（２）というようなところでございます。 

 そして、この柱に掲げた体系図の右側に

は、さらにその柱に沿って取り組むような

ことの取り組みの例示も掲げさせていただ

いております。既に取り組んでいるような

こともありますし、これから着手しなけれ

ばならないようなことも含まれておりま

す。そうした取り組みを区だけではなく

て、区民、地域の方々、そして専門機関の

方々、そして行政、区がそれぞれが役割に

応じて取り組むというようなところが、そ

この足立区の地域包括ケアシステムになり

ます。 

 ビジョンの中身なんですけれども、２に

なります。地域包括ケアシステムのビジョ

ンの構成と主な内容でございます。 

 第１章のところで、そもそも地域包括ケ

アシステムとはどういったものかというと

ころの経緯や、導入の背景が描かれており

ます。 

 第２章におきまして、足立区の地域包括

ケアシステムの構築に向けて、高齢者実態

調査等から見えてきた高齢者の実情や、理

想の暮らしを実現するための課題の整理等

の内容が書かれております。こちらは地域

包括ケアシステムの推進会議の皆様方にワ

ークショップ形式でさまざまなご意見を出

していただいたものの内容が記載されてい

るところでございます。 

 そして、19ページ以降、第３章になりま

すが、そこに各柱に沿ったさまざまな取り

組みの例が書かれてございます。第３章以

降が、いわゆるビジョンというふうに捉え

ております。 

 ビジョンの今後の予定でございますが、

ます。実は明後日、11月16日に地域包括ケ

アシステム推進会議が行われまして、そち

らで正式に推進会議から区へ答申をいただ

くというふうなことになっております。そ

して、来月の中旬から区としての地域包括

ケアシステムのビジョンの案をパブリック

コメントにかけるというような予定でおり

ます。パブリックコメントをいただいた意

見等を検討しながら、来年の３月にビジョ

ンの完成を見たいと考えております。 

 大変駆け足になりましたが、私からの説

明は以上です。 

（千ヶ崎地域包括ケア推進課長） 

 続きまして、地域包括ケア推進課長、千

ヶ崎と申します。よろしくお願いいたしま

す。 

 私からは、介護予防・日常生活支援総合

事業の緩和型サービス導入と担い手養成研

修の実施について、こちらの案件について

報告させていただきます。 

 お手元の資料４をご覧ください。右肩に

資料４と書いてある資料でございます。 

 これまで介護保険が適用となる、いわゆ

る要介護者、その方たちよりも比較的軽度

な要支援者へのサービスとして、介護予

防・日常生活支援総合事業、いわゆる総合

事業というものがスタートいたしました。

スタートしたわけなんですが、この総合事

業では各自治体がこれまでのサービス基準

を緩和した独自のサービスを提供できるよ

うになりました。今回、足立区では来年の

４月から、この緩和した訪問サービスをス

タートさせるということ、それからあわせ

て、このサービスを担う人材養成研修を実

施するということがこの報告の趣旨でござ

います。 

 まず、新たにスタートするサービスでご

ざいますが、生活支援サポートという名称

で、比較的軽度な支援が必要な方に対し

て、例えば買い物だとか、洗濯だとか、こ

ういった家事を中心としたサービスを提供
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する。これを平成31年４月から提供を開始

し、スタートいたします。 

 このサービスを担う人材についてです

が、新たに生活支援サポーターという資格

というか、そういった資格をつくって、こ

れまで介護保険のヘルパーさんよりも研修

期間など、要件を緩和して、ハードルをぐ

っと下げることで、人材不足と言われてい

る介護業界へ新たな人材を供給できること

を目指したいなと考えております。 

 また、この人材養成研修は今年度、２月

と３月に60名定員で２回開催させていただ

く予定です。区のほうで10.5時間、それか

ら、その後、事業者のほうにつないでいく

わけですが、その事業者のほうで３時間、

合計13.5時間の研修時間を実施するという

ことで、養成していきたいと考えておりま

す。 

 このサービスの単価についてでございま

すが、現行の総合事業のサービスというの

は月額制、つまり月に１回でも、４回、５

回でも、同じ料金を利用者から負担してい

ただいておりましたが、これを今度の４月

からは改正させていただいて、利用回数に

応じた額、つまり１回使ったら単価掛ける

１回、２回使ったら単価掛ける２回という

ふうに、利用回数に応じた額へと変更させ

ていただきたいと思っています。 

 また、今回つくる新たな生活支援サポー

トというサービスについては、現行のサー

ビスよりも家事など、支援の項目が狭ま

る、限定されるということから、今の現行

のサービスよりも10％安くした料金で設定

をさせていただきたいと考えております。 

 この切り替えにつきましては、先ほど

来、31年４月から導入ということで説明さ

せていただいておりますが、これは、いち

どに全ての皆さんにざっと変えるのは難し

いので、２年に一度、この要支援者という

のはケアプランとか認定の更新がございま

す。その更新の時期にケアマネジャー等と

ご相談していただいて、改めてどちらのサ

ービスを提供する。つまり生活援助だけで

足りるのか、それだけじゃ足りないのかと

いうところを踏まえて、そこで切りかえを

行っていただくということを考えておりま

す。 

 ですので、２年後の2021年３月までは経

過措置期間として、これまで切り替える前

の月額制の単価も暫定的に残していくとい

うふうに想定しております。 

 最後に、導入の効果ということで書かせ

ていただいておりますが、利用回数に応じ

た単価の設定により、利用者負担の不公平

感が軽減できることだとか、サービスを限

定することによって利用者の負担が10％減

るといったところが、この方に対するメリ

ット、それから、事業者の皆様には新たな

介護の人材を供給できることを目指して、

研修等を一定期間、ここでやらせていただ

きたいというふうに考えておりますので、

そういったところを効果として挙げさせて

いただいていただきました。 

 今後は訪問型のサービス、今回導入を検

討させていただきましたが、それ以外に

も、例えば通所型だとか、国はいろいろ

な、例えば住民の方たちのボランティアな

どを活用したサービスも提案しております

ので、そういったことの検討を進めていき

たいと考えております。 

 私からの説明は以上です。 

（三保絆づくり担当課長） 

 絆づくり担当課長の三保でございます。

私からは資料５、孤立ゼロプロジェクト推

進活動の実施状況についてご説明申し上げ

ます。 
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 まず、孤立ゼロプロジェクト推進活動に

ついては、平成25年度に条例化したもので

ございます。 

 １番でございますが、孤立ゼロプロジェ

クトの実態調査ということで、町会、自治

会、全部で440団体ございますが、その中で

ことしの３月末で、１回目の調査が終了し

ております。今現在、これは９月末の数字

でございますが、２回目以降ということで

261団体、終了率59.3％でございます。 

 続きまして、２番目の高齢者実態調査実

施状況でございます。調査をしていただい

て、調査世帯数、累計でございますが、４

万3,426世帯を調査させていただきます。そ

の中で、孤立がなしと判断したのが３万

1,000世帯ほどございます。右側に太枠で書

いてございますが、孤立のおそれ、それか

ら入院・不在、それから不同意といったと

ころの数字も記載させていただいておりま

す。 

 この孤立のおそれ、入院・不在、不同

意、この方々を３番に、ここに書いてござ

いますが、その後調査をして、地域社会の

支援につながった方、これが3,791世帯とい

うことでございます。前回６月にご報告し

て以来、プラス107世帯が地域社会へつなが

ったことを報告いたします。 

 それから４番でございますが、これは自

主的な取り組みでございます。活動を町

会・自治会様単位でやっていただく、わが

まちの孤立ゼロプロジェクトでございま

す。今、実施団体としましては74団体ござ

います。前回６月の報告以降、プラス19団

体に増えております。 

 次の資料でございますが、１ページ目か

ら最後の９ページまで、これ440の町会・自

治会様の１回目の調査、それから２回目、

３回以降の調査という形で数字のほうを記

載させていただいております。また、町

会・自治会名のところが黒く塗られている

ところがございます。これにつきまして

は、先ほど４番でご説明しました、わがま

ちの孤立ゼロプロジェクトの実施団体でご

ざいます。 

 私からの報告は以上でございます。 

（酒井副部会長） 

 ありがとうございます。 

 報告事項の（１）から（５）というもの

についてご説明いただいたわけですけれど

も、これから各委員の皆様にご質問、ご意

見等を伺いたいと思います。 

 この専門部会の会議録は区民に公開する

こととなっています。記録の関係上、ご発

言の前にお名前をお願いしたいと思いま

す。 

 それでは、区議会議員以外の委員の方か

ら。どうぞ。 

（中村（輝）委員） 

 老人クラブの中村です。一番該当するの

は、私を含め、老人じゃないかと思ってお

りますが、この地域包括ケアシステムは結

構なんですけれども、窓口がばらばらだと

困っちゃうんですよね。全体で対応窓口を

１個に絞ったということでございますの

で、その辺はいいかな。ただ、これが24時

間対応かどうかは別として。 

 私も10年間介護した経験から、昼間はそ

うでもないんですけれども、夜が問題なん

ですよ。夜が非常に不安になるし、このと

きにさっと来てくれる、医師会の先生方も

おいでになるから、あれなんだけれども、

駆けつけるお医者さんがいるのかどうか。 

 それと、いざ、具合が悪くなったとき

に、緊急避難的に入院できる施設が整備で

きるのかどうか。まずこれ。 

 それと、今説明の中で、一般の人に研修
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してやらせるんだというお話ですけれど

も、今でさえヘルパーの資格を持っていた

ってやらない人が多いわけですよ。とにか

くきつくて嫌だということで、事業者さん

との兼ね合いもあるでしょうけれども、こ

れで人員の確保は大丈夫なのかどうか。そ

れが心配です。 

 それと、老人会が今、一生懸命、友愛活

動で、訪問というよりは見守りとか、そう

いうのをやっているんですけれども、これ

老人会だけじゃなくて、確か、この絆の自

治会とも連携してやらないといけないんで

すよね。会に入っていれば状況がわかるん

ですよ。ですけれども、会に入っていない

人の状況まではわからない。民生委員の方

に教えてくれませんかと言ったら、個人情

報の関係でだめですと言われたんですよ。

だから、情報を自治会、民生委員、老人

会、全て共有しないと、せっかくのシステ

ムが活きないんじゃないかというような懸

念を私は持っております。 

 以上です。 

（酒井副部会長） 

 この点について、区の方、お願いしま

す。 

（千ヶ崎地域包括ケア推進課長） 

 私からお答えさせていただきます。 

 まず、委員が最初に挙げられた窓口の件

でございます。 

 窓口については、やはり高齢者のための

総合的な窓口が必要なのではないかという

意見は、確かにいただいております。これ

については現状、各ブロックにございます

地域包括支援センターのほうで担っていた

だいているわけですが、やはり議論の中で

は、そこはあくまでも、そこへ行かないと

だめだとか、そういった声も出ています。

ですので、今後はできる限り、例えば区の

出先の施設に出張相談でお伺いしたりだと

か、なるべく現場に近い形で相談に乗れる

ような体制、こういったものを少し考えて

いきたいなと思います。 

 それから、24時間、特に夜間の話につき

ましては、なかなか難しいところがあるん

ですけれども、これもご意見として頂戴さ

せていただきたいと思います。 

 それから、誰が行くのか、そういうヘル

プを出されたときに誰が伺うのかというこ

とについては、おひとりの方では多分無理

なので、こういったものはやっぱりチーム

を組んで、チームで体制をつくって当たっ

ていく必要があると思います。そういった

ことから、現在、医療、介護、住民の方も

含めて、連携の大切さということを今うた

って、連携の構築に向けて進めているとこ

ろでございますので、そこのところ、今後

考えさせていただきたいと思います。 

 それから、ヘルパーの問題につきまし

て、こちらはやはり委員おっしゃるとお

り、現場の声としてはなかなか厳しい仕事

で、人が集まりづらいという現状がござい

ます。ですので、それを何とか打破したと

いう思いもあって、今回こういった仕組み

を新たにやらせていただくものです。 

 これがすぐに解決策につながるとは私も

思っておりません。しかし、何もやらない

よりは、やはりこういった一つでも二つで

も新たな策を投じて、新しい人材を確保し

ていきたいなというふうに考えております

ので、どうぞご理解いただきたいと思いま

す。以上です。 

（中村（輝）委員） 

 了解はしています。 

（千ヶ崎地域包括ケア推進課長） 

 ありがとうございます。 

（中村（輝）委員） 
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 わかりますよ、現状も。 

わかるけれども、懸念はしているわけ

ね。このままいっちゃっていいのかなとい

う気がしてならないということです。何て

いったって一番該当だからね。 

（千ヶ崎地域包括ケア推進課長） 

 ありがとうございます。 

（三保絆づくり担当課長） 

 先ほどお話ありました老人会の皆様方の

見守りをしていただいているというところ

につきましては、日ごろより感謝しており

ます。やはりそうはいっても、その地域地

域によって特性がございまして、中には町

会・自治会の役員の方が老人会のそういう

役員も兼ねていて、一緒に対応していただ

いている部分がございます。基本的には町

会・自治会さんと契約を結んで、個人情報

の関係もございますので、当然、個人情報

についてもお互いに契約を結ばせていただ

いたやりとりの中で動いているという状況

でございます。先ほどご提示ありました、

老人会さんとの協力体制というのは、これ

からも続けさせていきながら、万が一、地

域住民の方々、それから民生委員の先生だ

けで解決できない場合も、老人会のお力を

かりながら進めていきたいというふうに考

えております。よろしくお願いいたしま

す。 

（酒井副部会長） 

 そのほか、いかがでしょうか。 

（奥野委員） 

 奥野です。 

 この地域包括ケアシステムということ

は、今、日本においては社会保障・社会福

祉における一番重要な目的概念、キーワー

ドになっていると思うんですけれども、私

の理解では、現在の地域包括ケアシステム

は高齢者だけではなくて、あらゆる障がい

の方も含めて行うと国のほうは言っている

わけです。 

 今回ここで私たち見させていただきまし

た資料は、全て高齢者となっているんです

けれども、我が国では障がい者というと、

身体障がい、知的障がい、精神障がい、そ

れから高次脳機能障がい、発達障がい、難

病の方も含めて考えなければいけないとい

うことで、国は進めているわけですけれど

も、現在この足立区は高齢者に限定されて

いる理由は何なのかなということで、お伺

いしたいと思いました。 

 あと、もう一つは、障がい者の中でも特

に非常に大変な立場にいるのは、重い障が

い児の方であって、医療的ケアを要するお

子さんたちが地域の中で、ほかの市民と一

緒に生活するということにおいて、非常に

厳しい状況にあるわけですので、医療的ケ

アを要するお子さんについても、本来地域

包括ケアの中に含めて進めていただきたい

と思いますが、いかがでしょうか。 

（伊東地域包括ケア計画担当課長） 

 地域包括ケアシステム計画課長です。 

 今、奥野委員からご意見いただきまし

た。いわゆる障がい者の方々等も含めての

地域包括ケアシステムではないかというよ

うなご指摘でございます。 

 国のほうで障がい者、要介護者も含めて

ケアをしていく方向性があるということは

存じ上げています。地域共生社会をつくり

上げていくというようなところが方向性で

あるということも存じ上げています。 

 ただ、足立区の地域包括ケアシステムを

今、高齢者の方々の事案をつくったという

のは、まず高齢者のビジョンというか取り

組みは、土台をつくれば、その考え方とい

うのは自ずと障がい者と、全く一緒ではな

いですが、障がい者だけではなく支援が必
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要な方にというところにも考え方が通ずる

ものがあるだろうというふうに思っていま

す。ですので、まずは高齢者のところから

足元を固めて展開をしていくというような

考えがありましたものですから、まず、今

回のビジョンについては高齢者のものでつ

くらせていただきました。 

（山崎障がい福祉課長） 

 障がい福祉課長です。医療的ケア時の関

係なんですが、国のほうでも、今年度中に

協議の場を設けるようにというような指針

を出しておりますので、足立区といたしま

しても関係のところが集まった場で、協議

の場を設ける形で準備を進めているところ

でございます。 

（酒井副部会長） 

 そのほか、いかがでしょうか。 

（細井委員） 

 高齢者在宅サービスセンターの細井でご

ざいます。 

 私のほうから２点ご質問といいますか、

教えていただきたいところがございます。 

 まず一つは、先ほど来話題になっており

ます地域包括ケアシステムビジョンの中の

主な取り組みとして挙がっておる中で、仮

称で、医療・介護等の連携研修センターの

設置というふうなことが、これは区の役割

として書いてあるわけですが、少し具体的

に、もしわかれば教えていただきたいと思

っております。 

 それからもう一つ、地域包括ケアシステ

ムビジョンの中にございました、この中の

22ページでございます。地域での活躍、最

終的にはこの対応から始まって、この地域

での活躍という、地域参加ということに結

びつくかと思いますが、この中で、やはり

行政側の役割の中で、活動の場の調整とい

うところの中に、これ、括弧書きで生活支

援コーディネーターの配置というところが

ございます。確か、今年度は８月か９月ご

ろですか、都社協のほうで生活支援コーデ

ィネーターの研修があって、足立区の方々

が出られたかと思いますが、現在、足立区

においては、第１層の生活支援コーディネ

ーターがいるかと思いますが、今後、第２

層の生活支援コーディネーターについては

どのように計画をされているか、考えてい

らっしゃるのかということをお伺いしたい

と思います。 

 それともう一つでございますが、資料の

４ページ目でございます。こちらに載って

いる生活総合整備事業のほうの緩和型のサ

ービスの導入、それに伴っての担い手の養

成というところでございますが、この中に

あります、導入時期等々書いてあるわけで

ございますが、一番最後のページのところ

ですか。今回の緩和型のサービスというの

は、どちらかというと、訪問介護の中の、

専門的な部分は専門職に任せて、専門職で

なくてもできるところを、こういった方々

に担っていただくという発想かと思います

が、ただ、介護保険法の理念の中にも自立

支援というものがございます。また、一方

で、サービスの質の担保というものもござ

います。こういったところが今回の示され

た生活支援サポートの研修等の時間で、ど

こまで担保できるのかなというのを、これ

はちょっと一抹の不安を感じているところ

でございます。 

 私も研修内容についてお話しいただけれ

ば、説明を受けたいというふうに思ってお

ります。 

 私のほうは以上でございます。 

（酒井副部会長） 

 幾つか論点あったと思うんですが、順

に、回答をお願いします。 
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（千ヶ崎地域包括ケア推進課長） 

 地域包括ケアシステム推進課長です。 

 実はいずれも私の範疇です。私から答え

させていただきます。 

 まず、医療・介護の連携のセンターの構

想につきましてでございます。これにつき

ましては、かねてから医療と介護の連携、

これが重要だということは、いろんなとこ

ろで言われているのはご存じかと思いま

す。実は、足立区ではこの７月から、医

療・介護の連携を目的とした事業所に対す

る相談窓口というものを開設いたしまし

た。これは例えば都心の病院から足立区に

帰ってきたときに、こういった症状の方を

受け入れてくれる地域の介護事業者だと

か、対応ができる病院を紹介してほしいよ

とか、そういった情報を提供する窓口をつ

くりました。こういうことを今やっている

わけですが、こういったものを発展させて

いって、さらに医療と介護の連携を高める

ための研修だとか、そういったことを実施

していく。そういった場所をひとつつくり

たいなというふうに考えているわけでござ

います。 

 今、医療と介護の連携については、さま

ざまな取り組みを行わせていただいており

ますが、それを統括して、一つにまとめて

進めていけるような、そういったことを想

定しております。それがまずセンターの構

想でございます。 

 それから、第２層生活支援コーディネー

ターにつきましてですが、おっしゃるとお

り、１層については足立区は配置ができて

おります。本来ですと２層を配置するとこ

ろなんですが、現在できていないというよ

うな現状でございます。これについては、

今、地域包括センターの役割を改めて見直

しているところでございます。 

 というのも、高齢者が今後どんどん増え

ていくということ、それから現在の地域包

括支援センターの状況が職員にかなり負担

がかかっていて、なかなか外に出ていくこ

ともままならない、そういった状況もお聞

きしております。 

 それから、高齢者の数がセンターごとに

違うだとか、いろんな課題がございますの

で、その見直しを今進めているところでご

ざいます。その中で、地域に対してどうや

って働きかけていくかという視点から、第

２層の配置についてもあわせて検討を進め

ているところでございます。 

 具体的にいつまでに、どういうふうに設

置するということは答えられないので、申

し訳ないのですけれども、検討を進めてい

るということだけご回答させていただきた

いと思います。 

 それから、先ほどの緩和型サービスの研

修についてでございます。ご懸念されるよ

うなことは、実は介護事業者様との打ち合

わせの中でも出てきている話題でございま

す。13.5時間の研修で現場に出すことが本

当にできるのかどうかということは、十分

承知しています。ただ、今後増えていく高

齢者を支えるためには、やはりここで何か

をやらなければならないというところで

は、余りハードルを最初のところで上げた

くなかったという思いがございます。です

ので、事業者様と契約をしていただいて、

事業者様にはちょっと負担になってしまう

かもしれませんが、最初のうちは事業者の

方、ヘルパーの方と現地に行っていただい

て、注意する点を現場でＯＪＴという形で

研修をしていただくなり、事業者の研修の

体制ということを期待したいなと思ってい

ます。 

 なお、この13.5時間の研修内容として



14 

 

は、例えば虐待の発見だとか、それから基

本的な人権の部分の問題ですとか、基本的

なところ、やはり生命にかかわるような、

そういう重要なところを中心に、コンパク

トにまとめて研修させていただきたいと考

えています。以上です。 

（酒井副部会長） 

 細井委員、よろしいですか。 

（細井委員） 

 ありがとうございます。 

 もう一つ、今のところなんですが、来年

２月から３月にかけて、１回60名で120名程

度あたり養成するというふうな記載もござ

います。この緩和型のサービスに関して

は、例えばこの120名の方がもし足りなかっ

た場合には、従来の専門職でやっているよ

うな方々がやるということを想定されてい

るんですか。 

 逆に、その専門職の方がやっても構わな

いというふうな想定なんでしょうか。 

 そこら辺だけ最後、確認させてくださ

い。 

（酒井副部会長） 

 地域包括ケア推進課長。 

（千ヶ崎地域包括ケア推進課長） 

 委員がおっしゃるとおり、ヘルパーの方

がサービスを担っていただくことも可能で

ございます。 

（酒井副部会長） 

 よろしいですね。 

（細井委員） 

 はい。 

（酒井副部会長） 

 それでは、福岡委員。 

（福岡委員） 

 介護老人保健施設の福岡です。 

 質問させていただきたいんですけれど

も、足立区の将来ビジョンを見ますと、

2025年には介護保険サービスは、現状のサ

ービスのざっくり５割増し提供量があると

いうことで予測されています。しかし、そ

れを提供すべき介護労働力ということで考

えると、他産業への流出、あるいは少子化

が当然進んでいきますので、減少せざるを

得ない。その中で５割増しの介護サービス

をどのように支えるのかということが問題

なんじゃないかと思っております。 

 受給されるべき方々がたくさん増えてい

きますし、一方で提供できるサービスが減

っていくということになりますと、現状で

あれば、例えば特養に入っている、老健に

入っているという方たちも、介護力がなけ

れば、今ある施設ですらベッドを閉めない

といけないというようなことも起こるかも

しれない。なおかつ、居宅にいても来てく

れるヘルパーがいない。サービスの提供が

できないということになると、一体どのよ

うに、この数年先の介護保険のサービス提

供を担保されるか、どのような計画を持っ

てらっしゃるか。緩和型ということをおっ

しゃっていましたけれども、恐らく提供で

きるマンパワーというのはごくわずかとい

うふうに考えます。 

 介護保険料が1.5倍になったら大変なんで

すけれども、認定を受けてもサービスが受

けられないということが数年先に待ってい

るということであれば、それをどのように

解決されて、施策を考えていらっしゃるか

ということについてお伺いしたいです。 

（千ヶ崎地域包括ケア推進課長） 

 地域包括ケア推進課長。 

 委員がおっしゃるのはごもっともでござ

いまして、この後、マンパワーが足りなく

なるということは十分想定しておりますの

で、その中で、どういう対策を打っていく

のかといいますと、やはり介護予防の部分
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に力を入れていくことがこれまで以上に重

要になっていくんではないかと考えており

ます。 

 例えば、１人でお住まいの方々をどうや

って社会につないでいくのか。統計により

ますと、そういった方々よりも、いろんな

方とつながっている人のほうが、そういっ

た症状に陥りにくいという、そういった統

計も出ておりますので、それは一つの視点

でございますが、そういうふうに介護予防

ということで場を提供すること。 

 それから、やはり望んだときに望んだよ

うなことができる、そういった仕組み、情

報を提供していくこと、こういった仕組み

を地域包括ケアの中ではつくっていきたい

なと考えています。 

（福岡委員） 

 ブレーキかけるとおっしゃっていますけ

れども、一応もう予測の中で提供すべき介

護サービスは1.5倍というのが計算してらっ

しゃるところだと思いますので、ブレーキ

かけて、今と同じボリュームにとどめると

いうのは、基本的には高齢化が進んでいく

中で、無理なのかなと思います。 

 お答えを予測していたのは、当然今、議

論されている入管法の話もありますけれど

も、外国人労働の導入だと思いますが、他

の自治体においては、既に外国人労働に対

して、自治体としての管理、関わり方をし

ていこうというところもあるように聞いて

おります。 

 そうしますと、足立区においては、外国

人労働者の質が高い低い、それはもう個別

の問題だと思いますけれども、区民に提供

されたサービスがよりよい安心なサービス

であるためには、やっぱり関わりを持っ

て、よりよい、もし導入するんであれば、

外国人労働者を提供されるような形という

のをつくっていかないといけないだろうと

思います。ですから、それを何ら関わりな

く民間事業所に任せておくということでは

ないんだろうと思いますので、どのような

施策を考えていらっしゃるのかということ

をお伺いしたいと思います。 

（酒井副部会長） 

 区の方、お願いできますか。 

（中村福祉部長） 

 福祉部長の中村でございます。 

 今の外国人労働者の活用ということも、

またそれ以外の介護の現場のサービスの提

供を今、介護ロボットの実験であったりと

か、それからＩＣＴを活用してとか、いろ

んなことがあります。ただ、外国人労働、

それについてもまだ足立区として明確に取

り組みができていない状況でありますけれ

ども、2025年度に向けてモデル的に事業も

始めながら、どんな課題があって、どのよ

うな公的な環境づくりをしていけばいいの

かということも、これから検証していきた

いと考えてございます。その先もこういう

姿というものが示せない状況でございます

けれども、1.5倍と言われるような需要に対

してどう取り組んでいくかということを、

早急に対策を考えていきたいという思いで

おります。 

（酒井副部会長） 

 どうぞ。 

（福岡委員） 

 考えていただきたいと思うんですが、先

ほどお話ししたように、他の自治体ではも

う既に施策を始めてらっしゃるところもあ

りますので。23区内でも２番目に高齢化率

が高く、問題が大きい当区でありますの

で、それは他区に先駆けていろんなことを

なされるべきなんじゃないかなと思いま

す。よろしくお願いいたします。 
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（中村福祉部長） 

 今のご意見、頂戴いたしまして、先行し

ている自治体の研究もさせていただきなが

ら、取り組みを進めてまいりたいと思いま

す。 

（酒井副部会長） 

 それでは小川委員のほうから。 

（小川委員） 

 協議会の小川です。 

 緩和型サービスについてのお話がいくつ

か出ていたので、行政の方と当協議会とで

いろいろと、今まで連携というか、意見交

換をしながら進めてきた部分がございます

ので、そんな中で、私の個人的な部分の考

え方もあるんですが、一応付け加えさせて

いただきます。 

 皆様の意見の中で、質の担保について、

簡単でというか、割とハードルが低い研修

で、確保できるのかというところは、事業

者の立場としては非常に心配な部分ではあ

りました。質の担保であったり安全の確保

というのは、もう第一条件であるというこ

とは前提でもあるんですけれども、今回の

制度改正、また、次に来る制度改正の中で

は、軽度の方の、悪い言い方をすると切り

捨てというリスクがあるんじゃないかとい

うお話が冒頭何回も出ていました。今回は

軽度の方に対するサービスも存続はしてい

ますけれども、恐らく次期の制度改正のと

きには、軽度の方へのサービスはかなり受

けるためのハードルが高くなってくるだろ

うということで、もう軽度の緩和型サービ

スについては待ったなしで進めなければい

けないだろうということで、今まで話を進

めさせてきていただいております。 

 この会の中でも何度か発言させていただ

いたんですけれども、家事援助の買い物と

か掃除とか調理が簡単と言われるサービス

だから、それが本当に簡単なのかという

と、実際の介護保険のサービスの中では、

クレームが多いサービス内容であったり、

あるいは小さなクレームから、下手すると

裁判までいっちゃうよというケースが非常

に多いサービスになります。 

 ですから、我々事業者としては、俗に言

う簡単なサービスとか簡単という認識は全

くなくて、このサービスを進めることにあ

たっては、事業者としては非常に手を出し

にくいし、リスクが高いサービスでありま

す。 

 ただ、次の制度改正のときに、生活援

助、軽度のサービスを必要とする方が、介

護保険の制度の中では使えなくなる可能性

があるということが想定できるんであれ

ば、そのための準備を構築できる行政と一

緒にやっていかなければいけないだろうと

いうことで、まず一歩進めさせていただい

ている状況でございます。 

 皆様方が心配されている質の担保という

ことに関しても、我々非常に頭を悩まし、

不安に思っているところではあるんです

が、しっかりと会の中でも研修をしつつ、

こういった事例があったよとかいうものを

今後共有していきながら、歩きながらでは

ありますけれども、進めていきたいと考え

ております。 

 それから、人材の不足、育成についてで

すけれども、外国人、今テレビで、国会の

中でも取り上げられておりますけれども、

非常に大きい。福岡委員からもお話ありま

したけれども、そういった労働力も考えて

いかなきゃいけないということは承知して

おります。 

 介護の業界の中にいくと、施設と在宅が

あって、私が関わっている協議会のほうは

在宅をメインとしているサービスになって
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いまして、例えばですけれども、外国人の

労働者が良いとか悪いとかということでは

ないんですけれども、利用者の方に施設に

来ていただくというサービスと、利用者の

方がふだん生活をされている、ご自宅、お

部屋に入っていくというのは、これは非常

に利用者の方の意識というか、心構えとい

うか、すごく大きく違うように思っていま

す。 

 そういう意味でいくと、できれば在宅、

お宅に外国人の方が行っていただくという

ことが、そういうのも全然違和感なく受け

入れられるよという社会ができればいいな

と思うんですけれども、どちらかという

と、施設・在宅って区別をした場合、在宅

の場合、外国人労働者を受け入れるという

のはかなり難しいなというふうに思ってい

ますので、この件についても、当会として

もいろいろ研究していきたいなと思ってお

ります。 

 以上です。 

（酒井副部会長） 

 これは意見ということでよろしいです

か。 

（小川委員） 

 はい。 

（白石委員） 

 ２つだけ。余り難しい質問じゃないです

から。 

 まず、第１は、資料４でご説明いただい

た、生活支援サポーターの考え方です。 

 足立区はもう20年以上前から、あいあい

サービス事業というのをやっているんで

す。このあいあいサービス事業も協力会員

の高齢化と減少で、先細りしつつあるんで

す。それと同じような仕事をやる生活支援

サポート事業を始めるということは、少な

い人材、少ない人たちを両方の事業で奪い

合うことになりはしないかということが非

常に懸念されます。そのことについてどう

思っているのかが一つ。 

 もう一つ、資料５でご説明のあった孤立

ゼロプロジェクトですけれども、私どもの

町会も約80人ぐらいを対象にして、７チー

ム、14人で調べたんです。結果的には10人

ぐらいが孤立の危険性があるということに

なったわけですけれども、ここで問題にな

ったのは、町会の人たち、もうやりたくな

いよと。なぜかというと、７チームの人た

ちは、お互いに絶対に情報交換しちゃだめ

です。80人調べて、10人はいるけれども、

その10人は誰なのと。それは秘密にしてく

ださいと。それは役所の考え方なんです。

私たちは誓約書を書いたんですよ。だとす

ると、せっかく調べたのが一体何だった

の。どこに孤立する危険性がある人がいる

かいないか、一切、情報交換はだめです、

やれませんという誓約書を書いたんです

よ。 

 だとすれば、次、調べたって同じことじ

ゃないの。調べた本人だけが知っているだ

けで、町会のほかの調べた人たち、町会の

ほかの会員も一切わからない。こういう状

態の中で、孤立ゼロを防ぐ。防ぐといった

って、役所の考え方に従っていれば、結局

何もできませんよ。調査しただけ。あとは

勝手にしておけ。こういうことでは到底、

町会の役員を動員して調査なんかやってら

れない。 

 そのことについては、もう少しちゃんと

した方向性を打ち出してくれないと、町会

の役員の皆様方に次をお願いできない。 

 もう前回やりましたよ。だけど、次回は

やりたくないということだから。どうせわ

からないんだから。これはやはり大きな問

題だと思いますよ。これについてはどう考
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えるの。 

 個人情報の問題、確かにありますよ。確

かにあるけれども、その問題を超えた問題

だと思うんです。孤立だって、みんなが知

らないうちに亡くなっちゃうとか。そうい

うのが個人情報を超えた問題だと思うんで

すよ。個人情報だから、個人情報だからっ

て、絶対教えない。これじゃ、調べる意味

が全くない。こういうふうに思いますけれ

ども、そのことについてはどう思うんです

か。 

（酒井副部会長） 

 区のほう、お願いします。 

（千ヶ崎地域包括ケア推進課長） 

 地域包括ケア推進課長。 

 私のほうから、まず、あいあいサービス

と人材の取り合いになるんではないかとい

うことについてお答えさせていただきま

す。 

 委員がおっしゃるとおりでございまし

て、大分重なる部分があるというふうに考

えております。できればすみ分けとして、

あいあいは、どちらかというとボランティ

ア精神、こちらのほうは仕事として成り立

つようなスキームで考えたいと思っており

ます。いずれにしても、同じ世代の人た

ち、同じような人たちが対象となるという

意味では、全く委員のおっしゃるとおりで

ございますので、その辺はよく意識して進

めていきたいなと考えております。 

 以上です。 

（三保絆づくり担当課長） 

 先ほど白石委員のほうから、個人情報の

関係で、実態調査をして、それだけで終わ

ってしまったら何の意味もない、地域とし

ての意味がないというお話がありました。 

 実は、委員がおっしゃったところはまだ

確認していませんけれども、１回目の実態

調査をお願いしまして、その後、少し時間

をあけてから結果報告会というのを開催し

ております。 

 その結果報告会の中では、回っていただ

いた方、役員の方を含めて、あと町会、自

治会長、それから包括支援センターの担当

の職員、それから区の職員も交えて、その

回っていただいた調査の中で、どういうよ

うな状況だったかというのをお話していた

だいて、共有をしていただくというような

形でやっておりますので、もし委員のご当

地のほうのところでもまだそれをやってい

ないということであれば、私ども早急に対

応させていただいて、協議をさせていただ

ければと思っております。 

（白石委員） 

 やっていないと言っているんじゃないん

ですよ。やりましたよ、もう。やったけれ

ども、具体的な名前とか、具体的にどこに

住んでいる人が誰という話はしないでくれ

ということだから、結局何もわからない。

やって、皆さんの地域には孤立する危険性

がある人が10人はいましたよ。ぜひその10

人の、これ高齢者ですけれども、高齢者を

見てやってくださいと。だって見てやって

くださいったって、どこに誰がいるかわか

らないんだから、見ようがないんですよ。

回った人だけが知っているけれども、それ

は10人のうちの１人、２人だけなんです

よ。うちのほうでは７チームつくったんで

すから。７チームつくって10人ということ

は、１チームに大体１人ちょっとしかいな

いんですよね。それがわからない。回った

人が。あの人はちょっと危ないなというの

はわかりますよ。でも、役所では誰が危な

いって言ってくれないんですよ。人数は言

ってくれるけれども。 

 これは高齢者だけじゃないんですよ。障
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がい者のことだってよく、障がい者が何か

起こったら大変だから助けてやってくださ

いよと言われるんです、町会に。 

 それ、どこにいるんですかと言うと、そ

れは個人情報だから教えられない。個人情

報が大切ならば、個人情報が大切なのか、

本当に困った人たちを助けることが大切な

のか、どっちが大切なのか。私たちは助け

て差し上げることが必要だと考えて、だか

ら調査もするんですから。もっと前向きに

取り組んでくれないとどうにもなりません

よ。 

（三保絆づくり担当課長） 

 絆づくり担当課長でございます。 

 委員のおっしゃることも当然あります。

ただ、調査をした結果として、孤立のおそ

れがある方の部分というのは、包括支援セ

ンターの職員のほうが全て把握しておりま

すので、そちらの専門職のほうで、一応ど

ういう状態であったかというのは区もつか

んでおりますし、また町会長様のほうには

名簿を提供させていただいておりまして、

その中に実際に孤立のおそれがある方のリ

ストというような形で差し上げております

ので、その辺は、やはり過去において誓約

書をいただいた皆様方の中では、共有して

いただいて私は結構だと思いますので、そ

こは町会ごとでやっていただければなとい

う認識でございます。 

（酒井副部会長） 

 松丸委員。 

（松丸委員） 

 区議会議員の松丸まことでございます。 

 私のほうからは１点、報告事項の（５）

の看取り期までの対応、資料６でございま

す。 

 資料６の３番の（１）都の補助対象要件

の②定員９人以下、ここでございます。 

 看取り期ってこれからとても重要な施策

になると思いますので、力強く推進してい

ただきたいと思うんですけれども、この都

の補助対象要件、定員９人以下。１枚めく

りますと、（２）都の補助内容で、①でご

ざいますけれども、これは月額２万4,000

円、ここはよろしいかと思います。その後

に上限５人とあるんですけれども、定員９

人で、上限５人まで２万4,000円と読み取れ

るわけですが、それだと４人、差が出るん

ですけれども、この９人と上限５人、その

差の４名のほうに関してはどのようなお考

えをお持ちなのか教えていただけますでし

ょうか。 

（向井介護保険課長） 

 この点につきましては、東京都の補助対

象要件でございますけれども、施設として

は９人ですけれども、予算の範囲内でとい

うような条件もついていますので、現況と

しては、看取りの対象者となる方、上限５

人までというような直接補助になっている

と理解してございます。 

（酒井副部会長） 

 松丸委員、どうぞ。 

（松丸委員） 

 わかるんですけれども、そうなると、整

合性がとれないおそれはないのかな。この

看取りの方がもし本当に９人いらっしゃっ

て、そして９人の一生懸命ケアをさせてい

ただいて、だけど、都からの補助は５人ま

でですよ。そうすると、あと残り４人は区

が出すとか。９人まではいいということだ

と思うんですけれども、じゃ、９人いた場

合、だけど５人しか出せませんよ。そうす

ると、その５人の上限を超えた枠は区のほ

うが手当てしますよとか、何かそういうお

考えは持つべきだと思うんですけれども、

いかがなものでしょうか。 
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（向井介護保険課長） 

 これにつきましては、都の直接補助です

ので、そこの部分の差額について区がどう

考えるかというのは今後の課題とはなると

思われますけれども、実際には、看取りに

力を入れている関係の方のお話を聞いて

も、９人定員で、９人看取りというと、な

かなかこれはこれで大変な部分もございま

すので、実例は多くはないようです。その

辺は今後の推移を見ながら、また必要な時

期に必要なことを検討させていただきたい

と思いますが、差し当たっては都の補助、

特に直接補助の部分には、私どものほう

で、今ここで提案差し上げたのは、開設準

備経費、間接補助のほうについての考え方

ということでご理解いただければと思いま

す。 

（松丸委員） 

 了解いたしました。というのも、９人定

員でも５人から６人いることもあるかと思

いますので。でも、これは東京都の問題だ

から、ここで話し合う問題でもないかと思

いますけれども、その場合、足立区として

どう考えるかといところはしっかりと。そ

のときが来る前にしっかりとお考えいただ

きたいと要望いたします。終わります。 

（新井委員） 

 簡単に。 

 今の松丸さんと重複というか、関連しち

ゃうんですけれども、５番目の報告事項の

ことで。 

 この２法人のうちの１法人は私の近くの

花畑でやっておりますので、以前もこの協

議会で要望させていただきましたが、今般

このように有料老人ホームの計画の枠を超

えて、このような事業ということでするこ

とになったことについては評価させていた

だくんですが、実態として、非常に経営状

態というのは大変な状況、仕事の割にはも

う本当に大変な状況だというのは、施設を

見ても、目の当たりにさせてもらいまし

た。 

 今回、都の補助金でこれだけ一応、対応

するということになったわけでございます

が、２番目の開設準備経費等補助の部分

と、４番の区としての開設準備に係る経費

等の補助をしている。このことを確認した

いんですが、都から後から出てくるのは、

一時的に立て替えるという意味合いでよろ

しいですか。 

（向井介護保険課長） 

 その分を都から填補されますので、その

ように考えていただいて結構でございま

す。 

（新井委員） 

 そういうことですね。それで、松丸さん

とも意見としては同じ考えなんですが、こ

れからこういった終末期の看取りについて

は重要性を増してくるというふうに考えて

おりますので、区としてもどのぐらい取り

組んでいけるのか、この辺を慎重によく考

えていただきたいと思います。 

 以上です。 

（酒井副部会長） 

 委員の先生含めて、質問のある方、手を

挙げていただいて。 

（前野委員） 

 先ほど、緩和型サービスの導入の担い手

養成研修の件でご報告がありました。いわ

ゆる、できること、総合事業を何とか取り

組んでいかないといけないということで、

今できることを今回、養成研修ということ

で報告がありました。私たちもこの地域   

でみていて、さまざま、これからの労働力

不足によって、サービスが低下するのは間

違いなく起こるだろうと。そうしたとき
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に、外国人労働者の方々を受け入れられま

すかといった、そうしたお話をします。そ

うしますと、中にはもう拒否する人もいま

す。外国人労働者は嫌だ。でも、ちゃんと

しっかり研修を受けて、技術があれば、受

け入れてもいいですよというお答えが多か

ったように思います。100％中、70％ぐらい

は外国人労働者の方でしっかり研修を受け

ていけば、私は受けても構わないんだ。そ

うしたお話もありましたので。 

 ただ、一方、30％ぐらいは嫌だという人

もいますし、そういった部分については、

今後サービスの提供が少なくなっていくの

ならば、やはり今、対症療法でもってこう

いった総合事業についてのこともそうです

し、ヘルパー派遣もそうですけれども、人

材は相対的に少なくなるわけですから、ケ

アシステムのビジョンの中に、人材育成と

いう部分での、外国人に対する、いわゆる

理解、調整、さまざまな区民が、何ていう

んでしょうか、拒否しないような形で、足

立区が進めているといった、発信をしてい

かなければならないんじゃないかなと思い

ますが、いかがでしょうか。 

（伊東地域包括ケア計画担当課長） 

 今回、明後日、ビジョンの答申いただく

わけなんですけれども、現時点でも、この

ビジョンの中に、外国人介護労働者の話と

いうのは、記載されたものはございませ

ん。人材の確保、育成というところが重要

な柱というふうにはうたわれてはおります

ので、その中で外国人人材。先ほど福岡委

員、小川委員からのお話がありましたとお

り、どれぐらいの規模で外国人の方に活躍

いただけるかというのは、まだ正直見えな

いところがございますが、そのあたりも今

後皆様方と議論しながら、どういった形で

足立区で外国人の方を受け入れていくの

か、評価についてはお話し合いをしていた

だきたいと思います。 

（前野委員） 

 ぜひその方向で、さまざまアンケートを

とったり、また、区民との間に立って、ど

うこの人材を供給していくか。こういった

こともしっかり計画の中に入れて、取り組

んでいっていただきたいと思っています。

よろしくお願いします。 

（酒井副部会長） 

 最後に、浅子委員。 

（浅子委員） 

 区議会議員の浅子です。 

 私も第一には、緩和型の担い手の問題な

んですけれども、本当に専門の事業者さん

からいろいろご意見があったんで、私は２

点なんですけれども、一つは、次のページ

の要介護者との均衡ということで、単価の

問題が出ているんです。当初は総合事業の

中で、７％の削減ということで今やってき

ていると思うんです。それを来年の４月か

らは10％に減らして、さらに減らして、そ

して、８期には要介護者の生活援助者との

均衡を図って、同程度にすると書いてある

んですが、今でも、やはり事業者さんは大

変だという声が、７％削減するときも、や

はり非常にいろんなご意見があったと思う

んですよ。そういう点で、こういうふうに

どんどん単価を減らしてくということで、

区のほうでは、こういう事業をやる事業者

さんの単価というのが高いというふうに考

えているから７％を今度は10％に減らすと

いうお考えなのでしょうか。 

（千ヶ崎地域包括ケア推進課長） 

 単価の課題につきましては、決して高い

とか安いとか、そういう評価ではなく、今

回は従来のサービスよりもさらにサービス

の枠を狭めてやるものですので、その分、
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10％に下げさせていただいたというもので

ございます。 

 また、これは、その先には区民の方の、

自分の負担の額も下がるという側面もある

ので、事業者様には申し訳ないんですけれ

ども、利用者のほうの単価も下がるとい

う、そういったメリットもございますの

で、そういうふうに考えております。 

（浅子委員） 

 これはどこかで決めるんじゃなくて、何

か区のほうの要綱というか、中で決めてし

まうということで、報告になってしまうん

ですけれども、本当に今ある事業者さんを

しっかりと支えて、そして事業も受けられ

る、サービスも受けられるにしていくとい

うことでは、安易にこういう単価の引き下

げというのはやめていただきたいと思いま

す。 

 それからあと、担い手の問題では、ほか

のところでは訪問型、Ａ型ですか、もやっ

ているところが幾つもあるということで。

それで私、北区のお話を聞いたら、こうい

う研修をやったんだけれども、実際に事業

者で働くとなったら、もうかなりの方が働

かないと、手を挙げなかったという事態に

なって、自分のそういうサービスを、こん

なふうに介護をしたらいいんだという、そ

ういうことを身につけて、家族の介護と

か、そういうものには充てるけれども、仕

事としては就く人は少ないというような実

態があるというのは聞いたですね。北区な

んかでは。 

 ほかの区でももう既にやっているところ

が幾つかあると思うんですが、いい例とか

ってあるんでしょうか。うまくいっている

って、あるんですか、うまくいっている例

というのは。 

（千ヶ崎地域包括ケア推進課長） 

 何をもってうまくっているというふうに

判断するのかはちょっと難しいと思うんで

すけれども、それでも、やはり何人かでも

いいから、介護業界に入ってくれるんだと

するならば、私はそれはそれで意義がある

ことだというふうに考えております。 

（酒井副部会長） 

 時間の関係で、最後に加藤委員のほう、

もしお話しいただければと思うんですけれ

ども。 

（加藤委員） 

 一口で身体障がい者といっても、お身体

のご不自由な方、視覚障がい者、知的障が

い者、ろう者など様々です。でも、他の障

がい者に共通するのは日本語をベースに声

で会話していますが、ろう者は手で手話で

会話しています。 

昔は口話教育と言って手話は禁止されてい

ましたが、なんとか手話で会話し手話を守

り生活してきました。 

手話は、私(は)あなた(に)これ(を)などの

日本語の文法で言う助詞(てにをは)があり

ませんので、空間を利用するなど手話の文

法で、日本語の文法とは異なります。結

果、聞える人達とのコミュニケーションが

難しい場合が多々あります。 

介護の現場でも、手話通訳はいませんの

で、詳細を伝えようと思っても伝わらず、

簡単な内容で終わったため、病気が重くな

ることがあったと聞きました。 

また聴覚障がい者と言ってもろう者と難聴

者、中途失聴者など一様ではありません。

コミュニケーション方法も様々です。 

一つお願いしたいのは介護の研修に、ただ

手話を覚えるという事だけではなく、聴覚

障がいの特性やコミュニケーション方法の

いろいろを含めていただきたいと思いま

す。手話で会話する人もいますし、難聴
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者、中途失聴者のように聞こえないけれど

日本語で考え声を出せる方もいます。それ

ぞれの特性を理解し、コミュニケーション

がスムーズにできるようにし、本来のサー

ビスが聞える人達と同じように保障される

ことを願っています。 

聞えないから簡単に聞いて終わりでは困り

ます。また、十分説明したつもりでも、情

報が半減するような事のないようにしてい

ただきたい。理解がないために、聴覚障が

い者は受け身にならざるを得ない場面が

多々あります。 

聞えないからコミュニケーション方法は手

話だ、また手話を覚えればいいんだと思わ

れているかもしれません。また思っている

方がいらっしゃるかもしれませんが、そう

ではなく、聴覚障がい者の特性、また一人

ひとり違う事をご理解いただきたいと思い

ます。そして聞えない人達の文化も知って

いただきたいと思います。 

一方的にお願いするばかりではなく、コミ

ュニケーションですのでお互いの努力が必

要だと思います。手話を覚えれば通じると

言うものでもない事をご理解いただければ

と思います。 

ろう高齢者が増えています。その方々もい

ろいろなサービスを受けていますが、サー

ビスが入って満足ではないのです。中身で

す。正直申し上げて、満足度はまだまだの

状況ではないかと感じています。 

最後にもう一つ。新聞等に掲載されていた

外国人の採用の問題ですが、私は外国人で

もかまわないのではないかと思っていま

す。ただ日本人の特性を理解するような研

修をしていただければ良いと思っていま

す。同様に、聴覚障がい者などの理解につ

ながるような研修をして欲しいと思ってい

ます。 

（酒井副部会長） 

 ありがとうございます。 

（浅子委員） 

 今の生活サポーターは、やはりこういう

制度をつくるなら、それがきちっと人材確

保につながるようにということで、何がう

まくいっていないか、うまくいくのかとい

うことだってお話があったけれども、そう

いうことです。もう総合事業で始まったの

で、ある意味ではやむを得ない。やはり人

材確保をしっかりとやらなければサービス

も受けられないという状況もこれから出て

くる可能性があるというお話もありました

から、そういう意味では、そういう角度で

私も質問をしたつもりです。 

 あと資料６、看取り期までの小規模な地

域の住まい支援事業なんですけれども、皆

さんからも区のほうの支援ももっとすべき

だというお話もありまして、私もお話を聞

いて、実際に見に行ったり、あと実際にや

っている方のお話を聞いて、本当に心温ま

る、家庭のようなところなんだなというの

を実感をしてきました。 

 こういういいところなんですけれども、

この間、第７期ですか、７期には有料老人

ホームというものはつくるという計画はな

かったというお話なんですけれども、これ

からこういう補助もしっかりとやって、つ

くっていく方向に新たに変える、転換をす

るということだと思っているんですが、こ

の地域包括ケアシステムのビジョンにもこ

の内容なんかをしっかりと計画に入れると

いうことになっているんでしょうか。ぜひ

そうしていただきたいというふうに思って

いるんですけれども。 

（酒井副部会長） 

 区の方から。 

（伊東地域包括ケア計画担当課長） 
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 今、委員の指摘のところで。ビジョンの

前段でつくっている第７期介護保険事業計

画の中では、先ほど介護保険課長からの説

明がありましたとおり、有料老人ホームと

しては、足立区としては計画がないという

ような状況でして、今回も看取りのところ

の支援を高めていくというようなところで

の判断で、今回のような対応になったと思

います。 

 ビジョンの中でも説明があったとおり、

看取り期を視野に入れた介護推進というと

ころで、そういった体制を行っていく専門

機関について、都は支援をしていく。支援

の仕方というのはさまざまあると思いま

す。その支援の一つとして、今回の対応で

あったというふうにご理解いただければと

思います。 

（酒井副部会長） 

 議論は尽きないと思いましたが、時間の

関係がありますので。区のほうでも新しい

生活支援サポーターというものを導入する

にあたっても、課題、条件、さまざまな関

係性の構築というものが必要なことがわか

ってきました。 

 本日は時間が限られている関係で、この

議事を終了とすることにいたしますが、ま

た次回にはさらに議論が活発に行っていた

だけることを期待したいと思います。 

 ありがとうございました。 

 最後に、事務局のほうから連絡がござい

ますので、しばらくお待ちください。 

（事務局） 

 本日は委員の皆様におかれましては、長

時間にわたりご審議をいただきまして、あ

りがとうございました。 

 今後の予定ですが、12月25日に地域保健

福祉推進協議会が予定されてございます。

また、来年の２月１日に第３回介護保険・

障がい福祉専門部会の開催を予定しており

ます。第３回専門部会の開催につきまして

は、後日改めてご案内をさせていただきま

す。 

 それでは、本日の専門部会を終了させて

いただきます。 

 ありがとうございました。 


